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公共施設マネジメントの背景と内容



公共施設の劣化は人命に及ぶとても深刻な問題で、訴訟問題にも発展して
います

出所：公益社団法人日本技術士会登録子どもの安全研究グループHP 発表資料データ＞流水プールでの吸い込まれ事故

地方自治体A市プール事故

主文：被告人Ａを禁錮１年６月に，被告人Ｂを禁錮１年に処せられることになり、被告人両名に対
し，この裁判確定の日から３年間，それぞれその刑の執行を猶予されることとなりました。
（被告人：A市教育委員会課長と同課管理係長）

事故発生：2006年7月31日

場所：市営流水プール(1986年に公営流水プールとして建設された)

事故内容：市営流水プールで、小学2年生の女児が吸水口に頭から吸い込まれて死亡した。事故は吸水口の柵状の蓋
が外れていたにもかかわらず、監視員や現場責任者がその危険性を理解せす、営業を続けていたために起こった。

https://kodomonoanzen.jp/

https://kodomonoanzen.jp/wordpress/wp-content/uploads/IMG_3448.jpg
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笹子トンネル天井版崩落事故

公共施設の老朽化が社会問題化しました

事故発生：2012年12月2日日曜日 午前8時03分

場所：山梨県 中央自動車道（上り線）笹子トンネル内（延長4.7km、大月JCT～勝沼IC間）

事故内容：笹子トンネル（上り線）の東京側坑口から約1.5km付近で、トンネル換気ダクト用に設置されている天井板
が、138mにわたり崩落し、9名もの尊い命が失われ多くの方々が被害に遭われました。

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/safety/sasago/summary/
https://www.jiji.com/jc/d4?p=ssg122-
13700846&d=d4_soc
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未然に事故を防ぐための対策が必要です

出所： 総務省自治財政局調整課「公共施設等の適正管理の推進について」（平成29年2月14日）11ページ

長寿命化対策とライフサイクルコストの低減



公共施設・インフラ施設の老朽化が進行し、公共施設マネジメントの必要性
が一層高まってきています

出所： 総務省「統一的な基準」による地方公会計の現状について」（令和4年8月1日）P10
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国はインフラ長寿命化基本計画を策定し、地方公共団体は公共施設の基本的な
維持管理方針を定める公共施設等総合管理計画を策定することとなりました

出所： 総務省「公共施設等総合管理計画の見直しに関すること」P5
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公共施設マネジメントの必要性の高まりを受け、10年以上にわたり取組み
が行われています

出所： 総務省「「統一的な基準」による地方公会計の現状について」（令和4年8月1日）P11



公共施設マネジメントを推進するにあたっては、PPP/PFI等の官民連携の手法
を活用することが求められています

出所： 総務省「「統一的な基準」による地方公会計の現状について」（令和4年8月1日）P15に講演者が加筆

公共施設等総合管理計画の策定に関する指針



東久留米市の
公共施設の特色



東久留米市の公共施設の数量は周辺自治体と比べて過剰ではなく、これまでの公共
施設の改修や統廃合に努めてきたと言えます
公共施設の数量とこれまでの取り組み

 多摩26市が保有する公共施設（建物）の人口１人あたり延床面積を比較すると、多摩地域26市中
17番目となっており、周辺自治体と比べて過剰な公共施設を抱えているといった状況ではないと
考えられます

 直近では、小中学校の改修工事を実施するとともに保育施設の統廃合といった公共施設等に関す
る対策を実施してきました



その一方で、東久留米市の公共施設では次の課題を抱えています

東久留米市の公共施設の課題

①人口に関する現状と課題

②公共施設等の老朽化に関する現状と課題

③公共施設等にかかる中長期的な経費に関する現状と課題

 今後は減少に転じ、令和22年には現在の人口から約１万人減少して10万7,051人になることが見込
まれる【人口減少】

 令和４年の28.7％である老年人口（65歳以上）の割合は、令和22年には35.7％まで増加すると見
込まれる【高齢化の進行】

 有形固定資産減価償却率は、令和２年度の時点で69.2％と、類似団体平均（63.1%）や東京都平均
（57.9%）と比べて、有形固定資産の老朽化が進んでいる【老朽化の進行】

 建築系公共施設のうち61.5％を占める学校教育系施設の老朽化が進んでおり、そのうち76％の施
設が建築から45年以上を経過しており、学校教育系施設の老朽化対策が大きな課題となっている
【学校教育系施設の老朽化】

 現在要している経費と、長寿命化を実施する場合における今後の30年間の経費の見込みを比べた
場合、建築系公共施設についてはこれまでの約1.5倍程度、インフラ系公共施設についてはこれま
での約1.9倍程度の支出が必要となる見込みである【更新費用の増大】

 令和25年度から令和34年度までの10年間は、小学校や中学校などの更新時期が集中することが予
想され、建替えのみで毎年30億円以上を要すると見込まれている【小中学校の建替え】



他団体事例の紹介



官民連携により地域の賑わいの創出と財政負担の軽減の両立を目指している事例
もあります
守口市旧本庁舎等跡地活用事業の事例

出典：大阪府守口市HP「守口市旧本庁舎等跡地活用事業」

https://www.city.moriguchi.osaka.jp/kakukanoannai/kikakuz
aiseibu/zaisankatsuyoka/kyuhontyousyaatotikatuyou/index.
html

NTT都市開発記者発表資料「大阪府守口市旧本庁舎等跡地活用事業における
基本協定書の締結について」

https://www.nttud.co.jp/news/detail/id/n25267.html

■施設概要 ■施設配置図

項目 概要

活用した用地 守口市旧本庁舎等跡地

敷地面積

７,５２４．３１㎡
住宅敷地面積 １,９９５．２４㎡
商業敷地面積 ５,５２９．０７

延床（予定）

１７,０４９.００㎡
住宅建物面積 ８,２２６．６７㎡
商業敷地面積 ８,８２３．３３㎡

立地・アクセス 京阪守口市駅を中心とする半径500ｍ県内及びその周辺

導入機能

商業施設 スーパー、飲食、地元飲食物販など

住宅 賃貸住宅

広場 イベント、遊具

コワークスペース オフィス環境、マッチングサービス提唱

保育園
スーパー等の従業員や地域住民が利
用

運営手法 PPP

特徴

• 民間事業者は市から事業用地を借地した上で（定期借
地権を設定）、民間施設を整備・管理運営する事業を実
施することで、生活利便性や地域活力の維持向上を通
じて、将来にわたり持続するまちづくりに寄与する。

• 市による公共施設の整備は想定されていない。

年間提案貸付
料総額

72,904,800円



ＰＦＩ手法により、効率的かつ効果的に学校施設を含めた公共施設の整備と維持管理を
実現するとともに、多世代の交流の実現に向けた地域の拠点として活用しています

市川市立第七中学校の複合化事例

出所：文部科学省 「学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について～学びの場を拠点とした地域の振興と再生を目指して～」



渋谷区では、学校施設の計27施設の内、今後20年間の建て替え対象校は22施設にの
ぼっていることを受けて「渋谷区『新しい学校づくり』整備方針」を策定しています

新しい学校施設整備に当たっての考え方

出所：渋谷区 「渋谷区『 新しい学校づくり 』 整備方針～学校施設の未来像と建て替えロードマップ（概要版）」に講演者加筆

既存校舎の活用



渋谷区では、学校施設の計27施設の内、今後20年間の建て替え対象校は22
施設にのぼっており、建て替えロードマップを策定しています
渋谷区の学校施設の建替えロードマップ

出所：渋谷区 「渋谷区『 新しい学校づくり 』 整備方針～学校施設の未来像と建て替えロードマップ（概要版）」



今後の公共施設マネジメント
の進め方について



現状を把握したうえで、他団体の事例等を参考にして公共施設の維持管理の効
率化及び高度化を進めていくことが必要となります

今後の公共施設マネジメントの進め方

① 全体設計 ② 効率化 ③高度化

概
要

全行政区域を対象と
した公共施設全体のマ
ネジメント方針を策定

今後更新等経費が大
幅に不足することが分
かってきた

具体的な公共施設の
配置案、維持管理の手
法、今後の公共施設の
在り方等を具体的に
検討

住民や関係者との合
意形成を図る

公共施設の再編・整
備を計画に沿って実
行

単に施設を整備する
だけでなく、施設での
サービス提供や運営の
仕組みも検討

具体的に運営しつつ、
行政サービスを維持・
高度化

取
組
例

• 公共施設総合管理
計画

• 公共施設個別施設
計画

• 公共施設再編の計
画

• 学校の適正規模・適
正配置の方針

• 跡地活用

• 包括管理委託の導
入

• 公共施設のDX化

• 複合化・集約化

• 個別の施設の基本
構想・基本計画

• 民間活力の導入検
討

• 外部人材活用

• 維持管理の高度化

• 利用状況データ分析

• 行政サービスの改善

• 民間の知恵・ノウハ
ウの活用

現在地


